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令和7年1月内容

▸　　有効求人倍率は1.47倍で前月と同率であった。なお月間有効求職者数は

　 1,314人で前月より1.9%増加し、月間有効求人数は1,926人で前月から1.6%増加した。

▸　　新規求人倍率は1.84倍で前月を0.53ポイント下回った。なお新規求職者数は376人

    で前月より 43.0%増加し、新規求人数は 690人で前月から10.6%増加した。

▸ 二本松 倍 （前月比 0.00ポイント）

福島県 倍 （前月比 ＋ 0.03ポイント）

全国 倍 （前月比 ＋ 0.01ポイント）

▸ 全国 ％ 　　　　　　　　　　　　　　　　　（前月比 0.0ポイント）

▸ 二本松 人 （前月比 ＋

▸ 二本松 人 （前月比 ＋

▸ 二本松 人 （前月比 ＋

▸ 二本松 人 （前月比 ＋

雇用動向

有 効 求 職 者 数 1,314 24人）

有 効 求 人 数 1,926 30人）

113人）

50,309
29,773
8,800

1.27

1.26

完 全 失 業 率 2.5

新 規 求 職 者 数 376

新 規 求 人 数 690 66人）

有 効 求 人 倍 率 1.47

R6.1月 R6.2月 R6.3月 R6.4月 R6.5月 R6.6月 R6.7月 R6.8月 R6.9月 R6.10月 R6.11月 R6.12月 R7.1月

新規求職者数 380 410 414 463 426 324 349 285 321 352 305 263 376

新規求人数 723 718 537 506 665 533 612 656 594 687 654 624 690

新規求人倍率 1.90 1.75 1.30 1.09 1.56 1.65 1.75 2.30 1.85 1.95 2.14 2.37 1.84
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有効求職者数 1,352 1,468 1,492 1,549 1,578 1,529 1,460 1,378 1,376 1,384 1,332 1,290 1,314

有効求人数 1,908 2,033 1,789 1,623 1,636 1,652 1,689 1,725 1,759 1,879 1,827 1,896 1,926
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図１ 新規求職者数 ・ 新規求人数

図２ 有効求職者数 ・ 有効求人数

管内人口（令和7年2月1日現在）

令和7年3月号



※学卒を除きパートを含みます。

注）男女別を記載しないで求職登録が可能なため、男女計が一致しない場合があります。

※臨時求人は含みません。このため、本月計と一致しないことがあります。

分 類 不 能 の 職 業 0 177 0 0 24

3.93

51 29 2.46 2.39 2.59

14 0.00 0.00 0.00

（ 介 護 関 係 ） 207 197 83

29 13 2.40 1.59

59 31 15 3.09 2.68

4.23

福 祉 関 連 職 業 合 計 223 208 122 75

127 137 0.40 0.39 0.41

IT 関 連 職 業 合 計 209 167 46 55

K 運搬・清掃・包装等の職業 220 192 50 56

8 30 11 5.27 6.93 0.73

50 17 2.33 2.98 0.41

J 建 設 ・ 採 掘 の 職 業 266 223 208

I 輸 送 ・ 機 械 運 転 の 職 業 251 233 149 7

34 168 44 1.67 1.90 0.77

13 8 0.57 0.85 0.131

H 生 産 工 程 の 職 業 211 197 320

G 農 林 漁 業 の 職 業 231 188 11

5 4 2 15.67 22.25 2.50

71 61 1.55 1.45 1.66101

F 保 安 の 職 業 177 0 89

E サ ー ビ ス の 職 業 192 187 103

0.00 0.00

D 販 売 の 職 業 250 191 89

C 事 務 的 職 業 197 188 85

10 38 29 1.48 2.34 0.34

190 114 0.56 0.45 0.7484

B 専 門 的 ・ 技 術 的 職 業 246 197 184

483 1.29 1.59 0.78

A 管 理 的 職 業 0 0 0 0

70 88 45 1.91 2.09 1.56

5 1 0.00

ﾌﾙﾀｲﾑ ﾊﾟｰﾄ

職 業 計 231 198 1,288 376 808

（千円） （千円） ﾌﾙﾀｲﾑ ﾊﾟｰﾄ ﾌﾙﾀｲﾑ ﾊﾟｰﾄ

新規求人 新規求職 有効求人数 有 効 求 人 倍 率

平均賃金 希望賃金 （常用） （常用） （常用）

10.611 充 足 率 （ ％ ） 12.8 - - 13.8 15.4 14.4 10.7

【表２】　職業別賃金情報・バランスシート

  有効求職者数

うち中高年 - - 23.5 27.5 18.7 17.1

1.28

22.0

25.9 30.4

10 就 職 率 （ ％ ） 25.8 - - 23.6 36.1 31.8 23.4

9 有 効 求 人 倍 率 1.47 - - 1.29 1.47 1.30 1.41

68

8 新 規 求 人 倍 率 1.84 - - 1.57 2.37 2.18 1.90 1.73

7 充 足 数 88 - - 81 96 75 77

82

うち中高年 57 37 20 51 49 38 43 38

6 就 職 件 数 97 55 42 88 95 76 89

279

4 月 間 有 効 求 職 者 数 1,314 663

うち中高年 237 144 93 217 137 107 199 179

1,322

うち中高年 758 432 326 736 746 715 798 769

5 紹 介 件 数 367 208 159 339 251 211 304

1,908

651 1,291 1,290 1,256 1,352

うち中高年 220 121 99 217 161 138 230

723 643

うち常用

222

1,689

3 新 規 求 職 申 込 件 数 376 181 195 373 263 239 380 372

2 月 間 有 効 求 人 数 1,926 - - 1,664 1,896 1,636

1 新 規 求 人 数 690 - - 587 624 521

　　　　　　　　　　　　　　項目
区分

令和7年1月 前月

計 男 女 うち常用 計 うち常用 計

前年同月

【表１】　一般職業紹介状況



▲ 5.5

離 職 票 交 付 枚 数 239 176 214 35.8 11.7

資 格 喪 失 者 数 385 266 330 44.7 16.7

受 給 資 格 決 定 件 数 69 46 73 50.0

▲ 2.3

受 給 者 実 人 員 292 311 310 ▲ 6.1 ▲ 5.8

初 回 受 給 者 数 52 61 79 ▲ 14.8 ▲ 34.2

基 本 手 当 総 支 給 額 （ 千 円 ） 41,840 33,488 42,816 24.9

▲ 50.0

再 就 職 手 当 支 給 人 員 6 42 18 ▲ 85.7 ▲ 66.7

特 例 一 時 金 受 給 者 数 29 11 34 163.6 ▲ 14.7

教 育 訓 練 給 付 受 給 者 3 4 6 ▲ 25.0

▲ 0.8 ▲ 0.7

適 用 事 業 所 数 1,537 1,542 0.1 ▲ 0.3

資 格 取 得 者 数 204 219 231 ▲ 6.8 ▲ 11.7

被 保 険 者 数

1,538

26,205 26,17325,993

対前年同月比
　　　　　　　　　　　　　　　　　　区分
項目

令和7年
1月

前月 前年同月 対前月比

357 397 ▲ 40
27.7% 30.0% ▲2.3

50歳～59歳
253 258 ▲ 5

19.6% 19.5% 0.1

60歳～

40歳～49歳
251 228 23

19.4% 17.2% 2.2

30歳～39歳
215 234 ▲ 19

16.7% 17.7% ▲1

20歳～29歳
205 197 8

15.9% 14.9% 1.0

～19歳
8 ▲2

0.8% 0.6% ▲0.2
10

合計 1,291 1,322 ▲31
全体に対する割合 100% 100% 0.0

年齢
有効常用求職者数

令和7年
1月

前年同月
前年同月

増減

0 50 100 150

管理的職業

専門的・技術的職業

事務的職業

販売の職業

サービスの職業

保安の職業

農林漁業の職業

生産工程の職業

輸送・機械運転の職業

建設・採掘の職業

運搬・清掃・包装等の…

IT関連職業合計

福祉関連職業合計

（介護関係）

有効求職者数

有効求人数

0 200 400

管理的職業

専門的・技術的職業

事務的職業

販売の職業

サービスの職業

保安の職業

農林漁業の職業

生産工程の職業

輸送・機械運転の…

建設・採掘の職業

運搬・清掃・包装等…

IT関連職業合計

福祉関連職業合計

（介護関係）

有効求職者数

有効求人数 パートフルタイム

図３ 職業別バランスシート
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【表３】 年代別有効求職者分布状況 ※パートを含む

【表４】 雇 用 保 険 取 扱 状 況



事業主の皆さまへ

LL061001企01
・都道府県労働局・ハローワーク

2024年10月１日から変更があります

特定求職者雇用開発助成金 （ 成長分野等人材確保 ・育成コース ）は

要件が緩和され、より利用しやすくなりました

特定求職者雇用開発助成金（成長分野等人材確保・育成コース）には2つのメニューがあります。

就職困難者を業務経験のない職種で雇い入れた際、下記メニューに該当する取り組みを実施する

と、通常の1.5倍の助成を受けることができます。

対象となる労働者の就労経験のない職業の判断について、就労経験の要件を見直しました。

教育訓練給付制度厚生労働大臣指定教育訓練講座検索システム https ://www.kyufu.mhlw.go. jp/kensaku/

教育訓練給付の指定講座は、こちらから確認できます。

※公的職業資格とは、資格または試験等であって国もしくは地方公共団体または国から委託を受けた機関が法令の規定に基づいて実施する

ものです。具体的には、普通自動車第2種運転免許等の業務独占資格や介護福祉士等の名称独占資格等が該当します。

※人材開発支援助成金の活用が要件となりますので、教育訓練の経費は全て事業主負担となります。

■2つのメニューに共通した見直し

見直し前 見直し後

過去に通算１年以上の就労経験がない場合
過去5年間に通算１年以上の就労経験がない場合と期間を

限定

パート・アルバイトでの就労も就労経験に含む パート・アルバイトの就労は就労経験がないものとして扱う

【成長分野メニュー】

成長分野（デジタル、グリーン）の業務に従事する

労働者として雇い入れ、当該労働者への雇用管理

改善や能力開発を行うもの

成長分野の業務に

雇入れ
雇用管理改善

or 能力開発

【人材育成メニュー】

人材開発支援助成金に基づく50時間以上の教育

訓練を行ったうえで、雇入れ時より５％以上賃金

引き上げを行うもの

人材開発支援助成金を

活用した訓練

５％以上の

賃金引き上げ

■人材育成メニューの見直し

見直し前 見直し後

実施する教育訓練は50時間以上の訓練であ

ること

実施する教育訓練において、厚生労働大臣の指定する教育

訓練給付の指定講座のうち公的職業資格※の取得を目的と

した教育訓練は50時間未満の訓練でも対象とすること

公的職業資格の取得を目的とした教育訓練（教育訓練給付の指定講座に限る）であれば、50時間未満の

訓練も対象とすることとしました。

※パート・アルバイトでの就労経験であっても、正規雇用労働者と同等以上の職業能力を有する場合や、過去 10年間に5年以上「正規雇用労

働者」として当該業務の就労経験がある場合は除きます。

https://www.kyufu.mhlw.go.jp/kensaku/
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